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１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　 売    上    高 　　  営  業  利  益 　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 152,071 5.8 9,728 12.8 9,410 19.2

12年  3月期 143,700 1.5 8,621 △ 16.6 7,895 △ 10.9

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 3,401 29.8 60.79 54.30 5.1 4.2 6.2

12年  3月期 2,621 46.2 46.85 42.11 4.0 3.7 5.5

(注)①持分法投資損益 13年  3月期           -        百万円          12年  3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期    55,955,891 株　　　12年  3月期    55,955,115 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 228,918 69,196 30.2 1,236.63

12年  3月期 217,454 65,368 30.1 1,168.21

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期    55,955,619 株　　　12年  3月期    55,955,703 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 6,991 △ 18,077 △ 1,330 47,153

12年  3月期 14,311 △ 9,169 580 59,163

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）2　社   持分法（新規）1　社  （除外）　0　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　売　　上　　高  　　 経　常　利　益 　　当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中間期 83,000 5,000 2,150

通　　期 169,000 10,600 5,050

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   90 円 25 銭 
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企業集団の状況

　当社グループは提出会社（以下「当社」という。）並びに子会社18社、関連会社１社で構成され、人工腎臓透析器・血

液回路・注射筒等の医家向け各種医療用器具の製造・販売、医薬品の製造・販売、および医薬用硝子・魔法瓶用硝子等各

種器材品の仕入・販売（一部につき製造・販売）ならびに近畿地区において食料品を主とするスーパーマーケットおよび

ドラッグストアの経営を行っております。

＜医療部門＞

　国内1社、在外4社の連結子会社が製造する医療用器具を当社が仕入れると共に、当社の大館工場で同種製品を製造し、

主に国内市場向けには連結子会社である㈱ニプロへ販売し、外国市場向けには当社が直接販売すると共に、在外連結・非

連結子会社が当社からの仕入商品の販売を担当しております。

(連結子会社)

製造：ニプロ医工㈱、ニッショーニプロコーポレーション、福州尼普洛有限公司、尼普洛(上海)有限公司、ニプロ

　　　メディカルLTDA.

販売：㈱ニプロ(国内)、ニッショーニプロヨーロッパN.V.(ヨーロッパ地域)、ニプロメディカルコーポレーション

　　　(北中南米地域)、ニプロメディカルパナマS.A.(パナマ共和国)、ニプロメディカルメキシコS.A DE C.V.(メ

　　　 キシコ合衆国)

(非連結子会社)

販売：ニプロアジア PTE LTD※(東南アジア、中東地域)

※ニッショーニプロアジアPTE LTDは平成13年1月よりニプロアジアPTE LTDに社名変更いたしました。

　なお、ニッショーニプロコーポレーション、ニプロメディカルLTDA．および尼普洛(上海)有限公司はそれぞれタイ国、

ブラジル連邦共和国および中華人民共和国にて製造と共に販売を行っております。

　また、非連結子会社ニプロダイアビーティーズシステム,INC. はアメリカ合衆国にてインシュリンポンプ等の携帯用

糖尿病関連商品の開発に努めております。

＜医薬品部門＞

　当社および連結子会社である菱山製薬㈱が製造し、当社、㈱ニプロおよび菱山製薬㈱が医薬品メーカー、医薬品卸等

へ販売しております。

　また、平成13年３月に血液製剤事業での提携を目的として血液製剤等医薬品の研究・製造販売を行っております㈱バ

イファへの資本参加を行っております。

　なお、医薬品の販売を行っておりました連結子会社である菱山製薬販売㈱は、平成13年10月に菱山製薬㈱と合併して

おります。

＜器材部門＞

　当社が関西地区で硝子管を販売すると共に硝子製品の製造販売を行い、関東地区で連結子会社である新和商事㈱が当

社より原材料である硝子管を購入し、硝子製品の製造販売を行っております。

　また、在外連結子会社である上海日硝保温瓶胆有限公司は、魔法瓶の中瓶ならびに硝子製品等を製造し、中華人民共

和国内にて販売すると共に、中国国外への輸出も行っております。

＜ストア部門＞

　当社のストア部門では近畿地区で生鮮食品を中心として食料品等を販売しております。

　また、連結子会社である㈱ニッショードラッグは近畿地区で医薬品・日用雑貨等の販売を主とするドラッグストアを

展開しております。

＜その他部門＞

グループ各社向けの損害保険代理業……ニッショー保険サービス㈱

不動産賃貸業　　　　……サンリ興産㈱

なお、スポーツクラブの経営を行っておりました、㈱ニッショーアルダーは当連結年度末に解散しております。

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
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ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｶ ﾙ ﾊ ﾟ ﾅ ﾏ S.A.
医 療 用 器 具 の 販 売
             
         　　　　　　    医療用器具の販売

ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｶ ﾙ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮﾝ ﾆｯｼｮｰﾆﾌﾟ ﾛｺ ｰﾎ ﾟﾚ ｰｼ ｮﾝ
医 療 用 器 具 の 販 売 医療用器具の製造販売

医 医

療 療

ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾖ ｰ ﾛ ｯ ﾊ ﾟ N.V. 用 用 福州尼普洛有限公司
医 療 用 器 具 の 販 売 器 器 医 療 用 器 具 の 製 造

具 具 医 

の 材 療 

ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ｱ ｼ ﾞ ｱ PTE LTD 販 料 尼普洛(上海)有限公司 用 

医 療 用 器 具 の 販 売 売 ㈱ニッショー の 医療用器具の製造販売 器 

販 具 

売 の

㈱　ニ　　　プ　　　ロ ﾆ ﾌ ﾟ ﾛ ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｶ ﾙ LTDA. 仕
医療用器具及び医薬品の販売 医療用器具の製造販売 入

医 医　療　部　門
薬

品 ニ プ ロ 医 工 ㈱
の 医 療 用 器 具 の 製 造
販

売

　　　　　　医薬品材料の販売

医 薬 品 部 門
菱 山 製 薬 ㈱ 　　　硝子材料の販売

医 薬 品 の 製 造 販 売 医薬品の仕入

器　材　部　門 新 和 商 事 ㈱
硝子製品の製造販売

　　
　　　硝子製品の仕入

ス ト ア 部 門

そ　　の　　他

上海日硝保温瓶胆有限公司 サ ン リ 興 産（株）
硝 子 製 品 の 製 造 販 売 不 動 産 賃 貸 業

㈱ ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ﾄ ﾞ ﾗ ｯ ｸ ﾞ
医薬品・日用雑貨等の販売

株 式 会 社 バ イ フ ァ
医 薬 品 の 製 造 販 売

(注)1.
連 結 子 会 社

非 連 結 子 会 社

    2. 平成13年4月1日に当社は㈱ニプロを吸収合併し、社名をニプロ株式会社に変更いたしました。

　  3. 平成13年4月20日開催の臨時株主総会において、当社ｽﾄｱ部門を新たに設立する会社「株式会社ニッショー」
  　　 に承継させる分割計画書が承認されました。なお、分割期日は平成13年6月1日であり、分割方式は新たに
　　   設立する会社が分割により発行する株式の総数を当社に割り当てる物的分割であります。

　  4.平成13年4月1日よりニッショーニプロヨーロッパN.V.はニプロヨーロッパN.V.に､平成13年4月2日よりニッシ
　　　ョーニプロコーポレーションはニプロタイランドコーポレーションに社名変更いたしました｡
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ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾒｷｼｺS.A DE C.V.
医 療 用 器 具 の 販 売

持 分 法 適 用 の 関 連 会 社

そ の 他 の 関 係 会 社

ﾆﾌﾟﾛﾀﾞｲｱﾋﾞｰﾃｨｰｽﾞｼｽﾃﾑ,INC.
糖尿病関連商品の開発･販売

ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ 保 険 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱
損 害 保 険 代 理 業

㈱ ﾆ ｯ ｼ ｮ ｰ ｱ ﾙ ﾀ ﾞ ｰ
ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ ｸ ﾗ ﾌ ﾞ の 経 営



経営方針

１．経営の基本方針

当社は、安定と成長の両立を目指す経営を基本としております。安定は単年度

において確実に利益を計上することによって得られるものであり、成長は投資活

動や研究開発活動に伴う事業の拡大によってもたらされるものと考えております。

従いまして、常に既存製品の品質向上および海外市場への販路開拓などに努め、

経費削減についても徹底化を図りつつ、安定的利益の確保に取り組むとともに、

技術開発力の強化と研究開発活動を積極的に行い、独自性のある高付加価値製品

を開発し、独創的で活力ある事業展開を行うことにより、長期的成長発展を志向

しております｡

２．利益配分に関する基本方針

当社は、株主各位に対する利益還元を経営の最重要施策の一つとして位置づけ

ております。また、当社の利益配分に対する考え方は、会社が株主・従業員・経

営者の三者で構成されているというところから、配当につきましては、配当性向

５０％の方針を堅持しております。また、従業員に対しましては、業績にスライ

ドした賞与を支給する制度を導入しており、２００１年にはさらに部門別業績ス

ライド制へ移行する方針であります。経営者への利益配分につきましては、もと

より業績により算定しております。

内部留保資金につきましては、医療部門における既存工場の合理化並びにスト

ア部門における新規出店に備えるとともに、研究開発活動にも投入し、一層の事

業拡大を図る所存であります｡

３．中長期的な経営戦略

当社は、長期的な経営戦略として２０１０年には、売上高を３０００億円、経

常利益を２００億円、さらにはＲＯＥを１０％にする目標を掲げております。ま

た、これらの目標を達成するための経営の仕組みとして、株主・従業員・経営者

への利益配分ルールを設定し実施しておりますが、このことは三者の責任と利害

の一致を明確にすることとなり、自ずと業績を向上させる方向へ進むことになり

ます。従いまして、短期的な収益の確保により安定を得ることができ、バランス

のとれた研究開発投資と相俟って、長期的な成長を図ることが可能となります。

４．対処すべき課題

医療部門におきましては、ダイアライザー、透析用血液回路、透析装置等の人

工腎臓用器具関連製品に特に注力し、市場ニーズへの対応、新製品の開発および

市場展開、品質の向上、販売強化等により、一層のシェア拡大を推進してまいり

ます。注射・輸液・カテーテル等のディスポーザブル関連製品では、特に薬液注

入用器具、血管内カテーテル等の新製品の開発、市場展開、販売の強化を推進す

るとともに、医療事故等の防止対策を施した誤接続防止用医療器具、誤刺防止用

医療器具等の開発および市場展開を推進してまいります。人工臓器関連製品では、

人工腎臓に続いて補助人工心臓、人工肺、人工皮膚、人工神経等の新製品の開発

および市場展開を推進してまいります。また検査関連製品では、特に糖尿病患者

向けの血糖値測定用検査器具等の新製品の開発および市場展開を進めると同時に、

補助人工心臓等の循環器内科および心臓外科関連製品の市場展開並びに新製品開

発を推進してまいります。さらに海外における販売体制を一層強化するため、海

外各地に販売拠点を開設し世界市場へ販売展開を推進してまいります｡

医薬品部門におきましては、従来より開発を推進している輸液および透析関連

製品に加え、新たに遺伝子組み換えアルブミンの応用を含めた人工血液分野の開
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発に着手いたしましたが、短期的には薬剤と医療用器具とを組み合わせ医療現場

における安全性と簡便性を目指したキット製品の開発に重点をおき、また独自に

開発した製剤技術を応用した医薬品の開発を行っております。本年度は、本邦初

のろ過型人工腎臓用補液キット製剤の開発に成功し、厚生労働省の製造承認を取

得いたしました。また服用量をきめ細やかに調整する必要がある高齢者に対し、

それを可能にする種々の含量規格製剤（半錠製剤）の製造承認を申請致しました。

今後も臨床現場のニーズに応えることで、医薬品事業を発展させてまいります。

器材部門におきましては、主として魔法瓶用中瓶やアンプル用硝子管および錠

剤瓶用硝子管をはじめとして、照明用硝子、建材用硝子などを扱っておりますが、

魔法瓶用中瓶やアンプル用硝子管の国内市場は既に成熟期を過ぎており今後の成

長は大きく望めない状況にあります。しかしながら、魔法瓶では当社の世界に通

用する技術開発力をもって、中国の上海日硝保温瓶胆有限公司での生産を通じ、

低コスト化を図り世界市場に向けて販売活動を続けており、また医薬品用アンプ

ル管および錠剤管につきましても製品の高品質性とコスト競争力により、積極的

に世界市場へ進出してまいります。

ストア部門におきましては、長引く景気の低迷とデフレ傾向の中、消費者の低

価格指向が続いておりますが、単に価格訴求だけではなく、より高品質な商品、

サービスの提供はもちろんのこと、高齢化、少子化に対応した簡便性、利便性の

商品提供や健康、安全性に対応した商品提供、メニュー提案の充実、さらには利

益率の高い商品の開発を今後も積極的に行い、当社独自の魅力ある売場、品揃え、

カスタマーサービスで他企業との差別化を図ってまいります。また、受発注の適

正化と効率化のため既に日配部門で導入したＥＯＢ受発注システムに加え、わが

国初のＩＴ技術を駆使した生鮮部門のＥＯＢ受発注システムの導入を行うなど、

厳しい経営環境の中、より効率的な収益重視の経営を推進するための技術革新を

行ってまいります。

経営成績

１． 当期の概況

当期のわが国経済は、情報技術関連を中心とした設備投資の増加により一時的

な景気回復傾向が見られたものの、個人消費の回復力が乏しいなか、デフレ懸念

の減速感が高まり、厳しい状況のうちに推移いたしました。

このような状況下で、当社は付加価値の高い製品開発を推進するとともに、国

内外市場における販路拡大を行い積極的な販売展開に努めてまいりました。

この結果、当期の連結売上高は１，５２０億７１百万円（前期比５．８％増）、

連結営業利益は９７億２８百万円（前期比１２．８％増）、連結経常利益は９４

億１０百万円（前期比１９．２％増）、連結当期純利益は３４億１百万円（前期

比２９．８％増）となりました。

以下、部門別の概況についてご報告申し上げます。

（１）医療部門

医療部門におきましては、国内では昨年４月に実施された診療報酬の改定等に

より医療費の抑制策が一層強化され、また海外では外国製品との品質及びコスト

の両面での販売競争が一段と熾烈化するなど、国内外ともに販売競争がさらに激

化した厳しい市場環境のもとに推移いたしました。

このような状況下で、当部門は生産および販売効率の一層の向上を図り、特に

国際競争力を強化するため、海外の生産拠点および販売拠点の増強に努めるほか、

国際規格に適合した品質保証体制の充実に取り組むとともに、人工腎臓用、注射

・輸液用、循環器治療用、検査用の新製品の開発と市場展開など、積極的な事業
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拡大を推進してまいりました。

この結果、当部門の売上高は６６４億１３百万円（前期比１．１％増）となり

ました｡

（２）医薬品部門

医薬品部門におきましては、医療費抑制策にともなう薬価引き下げにより販売

価格競争が一層激しさを増す市場環境で推移いたしました。

このような状況下で、当部門は引き続き研究開発体制の強化、販売体制の拡充

を図り、注射剤溶解キット製品、人工腎臓用透析液粉末薬剤等の販売の増強に努

めるとともに、今期は大型化が期待される新型キット製品の販売も開始いたしま

した。

この結果、当部門の売上高は１４１億１９百万円（前期比４．８％増）となり

ました｡

（３）器材部門

器材部門におきましては、当期も引き続き既存商品の販売拡充と新製品の開発

に努めてまいりました。医薬用硝子ではアンプル管が樹脂化、バッグ化などの容

器形態の変更があり、また輸入品による競合もあり厳しい状況にありましたが、

国内販売および輸出ともに堅調に推移したことにより若干増加いたしました。管

瓶は哺乳瓶をはじめ、当社の得意とする大型管瓶が健闘したものの、管瓶の樹脂

化、バッグ化等の容器形態変更の影響により若干減少いたしました。照明用硝子

につきましては液晶関連のバックライト用新素材が好調に推移し、色硝子を使用

した新製品も増加いたしました。一方魔法瓶用硝子は海外市場での安価な競合品

の影響もあり、輸出向けが低調に推移し減少いたしました。また家庭日用品関連

も流通業界の不振並びに消費者動向の低迷の影響を受け減少いたしました。

この結果、当部門の売上高は１１７億８３百万円（前期比２．０％減）となり

ました。

（４）ストア部門

ストア部門におきましては、依然として景気全般の本格的な回復が見られない

状況の中、雇用不安や所得の低下による将来に対する不透明感などから個人消費

の低迷が続いており、また消費者の低価格指向に加え、大規模小売店舗立地法施

行前の出店ラッシュによる競争激化などの影響もあり、大変厳しい状況で推移い

たしました。

このような状況下、平成１２年８月「名谷店」(兵庫県神戸市)、同年９月「服

部西店」(大阪府豊中市)、同年１１月「豊中駅前店」(大阪府豊中市)、平成１３

年１月「箕面店」(大阪府箕面市)の４店舗を新規出店し、連結子会社である株式

会社ニッショードラッグにおきましても、当期に１７店舗の新規出店を行い、い

ずれも開店後は地域のお客様のご支持を受け、好調な売り上げ推移となっており

ます。また平成１２年９月に「寝屋川店」(大阪府寝屋川市)、平成１３年３月に

「千里丘店」(大阪府摂津市)を改装開店するなど、積極的な拡販に努めましたが、

前期に小型店１店舗「旭ヶ丘店」、当期は「関大前店」、｢桜塚店｣、「牧野店」

の３店舗を閉鎖したことによる売上減少などもあり、当部門の売上高は５６８億

２２百万円（前期比１１．３％増）となりました。

（５）その他部門

その他部門は、主に医療用器具製造機械の販売、不動産賃貸料、スポーツクラ

ブの会費収入等により、売上高は２９億３３百万円（前期比１０２．４％増）と

なりました。
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２． 次期の見通し

今後のわが国経済は、内外の景気減速感が強まるなか、株価・地価等の資産価

格の低迷に加え全般的な物価下落傾向が強まり、依然として厳しい状況が続くも

のと予想されます。

このような見通しのもと、当社は平成１３年４月１日をもって、販売子会社を

吸収合併するとともに社名をニプロ株式会社に変更いたしました。またストア部

門につきましては、平成１３年６月１日をもって分社化し、今後は医療部門を中

核事業に据え、製販一体となった強力な経営基盤を確率してまいる所存でありま

す。

医療・医薬品部門におきましては、今後とも引き続き人工臓器関連分野をはじ

め、先端医療技術の研究開発に積極的に取り組み、世界市場に向けた強力な事業

展開に努め、器材部門におきましては、既存商品の販売拡充と新商品の開発並び

に医療用・工業用硝子器材等の海外進出に努め、ストア部門におきましては、顧

客志向の追求とＩＴ技術を利用したシステム導入により独自で安定した事業基盤

の構築を目指すことにより、グループ事業体全般にわたる徹底した経営効率化に

努め、安定と成長を追求しつつ、業績向上を図ってまいる所存であります。

次期の見通しといたしましては、売上高１，６９０億円、経常利益１０６億円、

当期純利益５０億５０百万円を見込んでおります。

なお、為替レートは１ＵＳ＄当たり１２０円を予想しております。

３．キャッシュフローの状況

当社グループは医療、医薬品、器材、ストアの各部門の営業活動による現金及

び現金同等物（以下「資金」という）の収入ならびに直接市場、間接市場からの

調達資金等により得た収入で、将来の当社グループ発展へ重点を置いた積極的な

手元資金の運用に努めてまいりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは主に税金等調整前当期純利益および減価

償却費等により６９億９１百万円（前期比５１．２％減）の収入超過となりまし

た。営業活動による資金収入の前年同期比大幅減少の主な要因は、当社の手形割

引の減少及び連結売上高の増加による売上債権増加、たな卸資産の増加および法

人税等の支払によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは主に当社ストア新規店舗の取得、医療部

門、医薬品部門における生産設備の充実等による支出および事業提携のための投

資有価証券の取得等により１８０億７７百万円（前期比９７．２％増）の支出超

過となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローはコマーシャルペーパーの発行残高の減少

および長期借入金の返済により１３億３０百万円（前期比１９億１１百万円減）

の支出超過となりました。

この結果、現金及び現金同等物の減少額は１１９億４９百万円（前期比１６２

億１百万円減）となり、現金及び現金同等物残高は４７１億５３百万円となりま

した。
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連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成12年3月31日現在 平成13年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

流 動 資 産 １２７，０７２ 58.4 １１０，７６５ 48.4 △１６，３０７

現 金 及 び 預 金 ６１，０９５ ５０，１４４ △１０，９５１

受取手形及び売掛金 ２８，１１５ ３２，２１５ ４，０９９

有 価 証 券 １１，８１４ １４ △１１，７９９

た な 卸 資 産 ２２，２０７ ２３，８８４ １，６７６

繰 延 税 金 資 産 １，１６６ １，５１１ ３４５

そ の 他 ２，８４７ ３，１５８ ３１０

貸 倒 引 当 金 △ １７４ △ １６２ １１

固 定 資 産 ８３，４９９ 38.4 １１８，１５２ 51.6 ３４，６５２

有 形 固 定 資 産 ６４，４９７ 29.7 ７２，０６０ 31.5 ７，５６３

建 物 及 び 構 築 物 ２７，０７５ ３１，８５６ ４，７８１

機械装置及び運搬具 １４，５７３ １４，４８３ △ ８９

土 地 １８，６１７ ２１，４９０ ２，８７２

建 設 仮 勘 定 ２，１６６ ２，１７８ １１

そ の 他 ２，０６３ ２，０５１ △ １２

無 形 固 定 資 産 ２，０３６ 0.9 １，７７４ 0.8 △ ２６１

連 結 調 整 勘 定 ９７５ ７１０ △ ２６４

そ の 他 １，０６１ １，０６４ ２

投資その他の資産 １６，９６６ 7.8 ４４，３１６ 19.3 ２７，３５０

投 資 有 価 証 券 ７４９ ２７，４７８ ２６，７２９

長 期 貸 付 金 ８１５ ２，２５３ １，４３８

繰 延 税 金 資 産 ２９０ ２４０ △ ４９

差 入 保 証 金 １３，０８７ １２，５６８ △ ５１８

そ の 他 ２，３２３ ２，５６８ ２４５

貸 倒 引 当 金 △ ２９９ △ ７９３ △ ４９３

為替換算調整勘定 ６，８８１ 3.2 － － △６，８８１

資 産 合 計 ２１７，４５４ 100.0 ２２８，９１８ 100.0 １１，４６３

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
１．有形固定資産の減価償却累計額 67,745 百万円 71,929 百万円
２．手 形 割 引 高 6,494 〃 5,898 〃
３．受 取 手 形 譲 渡 高 8 〃 - 〃
４．保 証 債 務 の 残 高 － 〃 8,000 〃
５．担 保 に 供 し て い る 資 産 17,964 〃 19,257 〃
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連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成12年3月31日現在 平成13年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

流 動 負 債 ７５，００８ 34.5 ７４，９９４ 32.7 △ １３

支払手形及び買掛金 ２５，３６１ ２６，４３０ １，０６８

短 期 借 入 金 ２９，７０３ ３２，５５９ ２，８５５

未 払 法 人 税 等 ２，８８６ ２，４１０ △ ４７５

未 払 金 ３，０８３ ３，８４６ ７６３

賞 与 引 当 金 １，４６９ １，５７８ １０８

売 上 値 引 引 当 金 ６５９ ８６０ ２００

返 品 調 整 引 当 金 ４ ２ △ ２

設備関係支払手形 ３，６７０ ４，２１３ ５４３

コマーシャルペーパー ６，０００ － △６，０００

そ の 他 ２，１６８ ３，０９２ ９２３

固 定 負 債 ７５，５８４ 34.7 ８３，２５９ 36.4 ７，６７４

社 債 ４３，０００ ４５，０００ ２，０００

転 換 社 債 １２，３０７ １２，３０７ －

長 期 借 入 金 １５，８５５ １７，５８２ １，７２６

繰 延 税 金 負 債 ３７２ ３，５４９ ３，１７６

退 職 給 与 引 当 金 １，４８９ － △１，４８９

退 職 給 付 引 当 金 － １，５７８ １，５７８

そ の 他 ２，５６０ ３，２４２ ６８１

負 債 合 計 １５０，５９２ 69.2 １５８，２５４ 69.1 ７，６６１

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 １，４９３ 0.7 １，４６７ 0.7 △ ２６

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２２，５６３ 10.4 ２２，５６３ 9.9 －

資 本 準 備 金 ２３，８８６ 11.0 ２３，８８６ 10.4 －

連 結 剰 余 金 １８，９１９ 8.7 ２２，３４０ 9.7 ３，４２１

その他有価証券評価差額金 － － ６，４７０ 2.8 ６，４７０

為替換算調整勘定 － － △ ６，０６３ △2.6 △６，０６３

自 己 株 式 △ １ △0.0 △ １ △0.0 △ ０

資 本 合 計 ６５，３６８ 30.1 ６９，１９６ 30.2 ３，８２８

負 債 、 少 数 株 主 持 分
２１７，４５４ 100.0 ２２８，９１８ 100.0 １１，４６３

及 び 資 本 合 計

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
６．自 己 株 式 の 数 1,284 株 1,368 株
７．非連結子会社及び関連会社に係るもの
投 資 有 価 証 券 ( 株 式 ) 148 百万円 3,823 百万円

－９－



連結損益計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日
増 減 金 額

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％

売 上 高 １４３，７００ 100.0 １５２，０７１ 100.0 ８，３７１

売 上 原 価 １０４，７３３ 72.9 １１０，６０７ 72.7 ５，８７３

売 上 総 利 益 ３８，９６６ 27.1 ４１，４６４ 27.3 ２，４９７

販売費及び一般管理費 ３０，３４４ 21.1 ３１，７３５ 20.9 １，３９０

営 業 利 益 ８，６２１ 6.0 ９，７２８ 6.4 １，１０６

営 業 外 収 益 ２，０１５ 1.4 １，８０５ 1.2 △ ２０９

受 取 利 息 １，３９９ ４１９ △ ９８０

受 取 配 当 金 １９１ ２１７ ２６

為 替 差 益 － ８０６ ８０６

そ の 他 ４２４ ３６２ △ ６１

営 業 外 費 用 ２，７４１ 1.9 ２，１２３ 1.4 △ ６１８

支 払 利 息 １，８４０ １，８４１ １

為 替 差 損 ５３３ － △ ５３３

そ の 他 ３６８ ２８２ △ ８５

経 常 利 益 ７，８９５ 5.5 ９，４１０ 6.2 １，５１５

特 別 利 益 １０８ 0.1 １８１ 0.1 ７２

貸倒引当金戻入益 ２９ ７７ ４８

デリバティブ取引評価益 － ４３ ４３

そ の 他 ７９ ６０ △ １９

特 別 損 失 ２，０７４ 1.5 ２，９５１ 1.9 ８７６

固定資産売却・除却損 ４４６ ６４６ １９９

投資有価証券売却損 － ２１３ ２１３

投資有価証券評価損 ５２５ ７８ △ ４４６

デリバティブ取引解約損 － ４６１ ４６１

デリバティブ取引評価損 － ３８４ ３８４

異 常 製 造 原 価 １３７ ５０６ ３６９

退職給付引当金繰入額 － １５９ １５９

そ の 他 ９６５ ５００ △ ４６５

税 金 等 調 整 前 ５，９２９ 4.1 ６，６４０ 4.4 ７１０当 期 純 利 益
法 人 税 ､ 住 民 税 ４，００４ 2.8 ３，８３１ 2.5 △ １７３
及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額 △ ６０７ △0.4 △ ５５１ △0.3 ５６

少 数 株 主 損 失 ８８ 0.1 ４０ 0.0 △ ４７

当 期 純 利 益 ２，６２１ 1.8 ３，４０１ 2.2 ７８０

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
一般管理費及び当期製造費用に

2,277 百万円 3,048 百万円
含まれる研究開発費
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連結剰余金計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日
増 減 金 額

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日
科 目

金 額 金 額

連結剰余金期首残高 １９，０１７ １８，９１９ △ ９８

連結剰余金期首残高 １９，１１６ １８，９１９ △ １９７

過年度税効果調整額 △ ９８ － ９８

連 結 剰 余 金 増 加 高 ０ １，８６７ １，８６６

連結子会社除外に伴う
－ ５５５ ５５５

剰 余 金 増 加 高

連結子会社合併に伴う
０ １，３１１ １，３１１

剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高 ２，７２０ １，８４６ △ ８７３

配 当 金 １，４５４ １，７３４ ２７９

役 員 賞 与 ６６ １１１ ４５

（うち監査役賞与） ( ３) （ ６) ( ２)

連結子会社増加に伴う
１，１９９ － △１，１９９

剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益 ２，６２１ ３，４０１ ７８０

連結剰余金期末残高 １８，９１９ ２２，３４０ ３，４２１
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連結キャッシュ・フロー計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期

期 別 自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日
増 減 金 額

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日
科 目

金 額 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 ５，９２９ ６，６４０ ７１０
減 価 償 却 費 ７，１２４ ６，８９８ △ ２２６
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １７８ ２３５ ５６
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ４９ １４５ ９６
受 取 利 息 ・ 配 当 金 △ １，５９０ △ ６３６ ９５４
支 払 利 息 １，８４０ １，８４１ １
為 替 差 損 ( 為 替 差 益 ) ４６７ △ ８０６ △ １，２７４
固 定 資 産 除 却 損 ３０８ ６３９ ３３１
その他の営業外損益･特別損益 ９４５ ２，００９ １，０６４
売 上 債 権 の 増 加 額 △ １７ △ ３，５８３ △ ３，５６６
たな卸資産の減少額(増加額) ９１４ △ １，６３７ △ ２，５５１
仕 入 債 務 の 増 加 額 ６２６ １，０４１ ４１５
そ の 他 の 資 産 の 増 加 額 △ ４３２ △ ３９２ ４０
そ の 他 の 負 債 の 増 加 額 ８３２ ８６０ ２７
役 員 賞 与 支 払 額 △ ６６ △ １１１ △ ４５
小 計 １７，１０９ １３，１４４ △ ３，９６５

利 息 等 の 受 取 額 １，０７４ ８１２ △ ２６１
利 息 等 の 支 払 額 △ １，７１４ △ １，８１６ △ １０２
そ の 他 の 収 入 １，４７１ １，３４１ △ １２９
そ の 他 の 支 出 △ ２，５７７ △ ２，１８５ ３９２
法 人 税 等 の 還 付 額 ５１４ ３ △ ５１１
法 人 税 等 支 払 額 △ １，５６５ △ ４，３０７ △ ２，７４２
営業活動によるキャッシュ・フロー １４，３１１ ６，９９１ △ ７，３２０

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金預入による支出 △ １，６４７ △ １２，５０６ △１０，８５８
定期預金払戻による収入 ４２４ １１，４３７ １１，０１２
有価証券の取得による支出 △ ２，１５１ △ ６，８２９ △ ４，６７７
有価証券の売却による収入 １１１ １，４３４ １，３２３
固定資産の取得による支出 △ ６，１２６ △ １１，５２３ △ ５，３９６
固定資産の売却による収入 ６４ １３０ ６５
その他の投資による支出 △ １ △ ５３ △ ５２
その他の投資による収入 ２６ － △ ２６
貸 付 に よ る 支 出 △ ８３ △ ３０３ △ ２２０
貸付金の回収による収入 ２１３ １３５ △ ７７
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９，１６９ △ １８，０７７ △ ８，９０８

財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 １２６ １，７２１ １，５９５
コマーシャルペーパーの純減少額 △ ９，５００ △ ６，０００ ３，５００
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 １０，５００ ６，５００ △ ４，０００
長期借入金の返済による支出 △ １，９６２ △ ３，６６１ △ １，６９８
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ２，９７８ １，９８８ △ ９９０
自己株式の取得による支出 △ １ △ ０ １
ファイナンス･リース債務返済による支出 △ １０７ △ １４８ △ ４１
配 当 金 の 支 払 額 △ １，４５２ △ １，７３０ △ ２７８
財務活動によるキャッシュ・フロー ５８０ △ １，３３０ △ １，９１１

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １，４７１ ４６６ １，９３８
現金及び現金同等物の増加額(減少額) ４，２５１ △ １１，９４９ △１６，２０１
現金及び現金同等物の期首残高 ５４，３２８ ５９，１６３ ４，８３５
新規連結子会社に係る現金及び

５７４ － △ ５７４
現金同等物の期首残高

被合併会社に係る現金及び ９ － △ ９
現金同等物の受入額

連結除外による現金及び －現金同等物の減少額 △ ６１ △ ６１
現金及び現金同等物の期末残高 ５９，１６３ ４７，１５３ △１２，０１０
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社は次の１４社であります。

・株式会社ニプロ ・ニプロ医工株式会社
・ニッショーニプロコーポレーション ・福州尼普洛有限公司
・尼普洛（上海）有限公司 ・ニプロメディカルＬＴＤＡ．
・ニッショーニプロヨーロッパＮ．Ｖ． ・ニプロメディカルコーポレーション
・ニプロメディカルパナマＳ．Ａ． ・ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V.
・菱山製薬株式会社 ・新和商事株式会社
・上海日硝保温瓶胆有限公司 ・株式会社ニッショードラッグ

なお、菱山製薬株式会社と菱山製薬販売株式会社が平成１２年１０月１日に合併したことに
より、菱山製薬株式会社となりました。
株式会社ニッショーアルダーは重要性がなくなったことにより当連結期間末に連結子会社か
ら除外しております。

（２）非連結子会社は４社であります。

非連結子会社のニッショー保険サービス株式会社、ニプロアジアPTE LTD(旧会社名ニッショ
ーニプロアジアPTE LTD)、株式会社ニッショーアルダーおよびニプロダイアビーティーズシス
テム,INC. はいずれも小規模会社であり、合計の総資産額、売上高、当期純損益および剰余金
（最近５年間平均)は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 １社 株式会社バイファ

なお、株式会社バイファは新たに株式の取得および増資により、当連結期間から持分法適用
の関連会社になりました。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外子会社であるニッショーニプロコーポレーション（タイ国）、福州
尼普洛有限公司、尼普洛（上海）有限公司、上海日硝保温瓶胆有限公司（中華人民共和国）、
ニプロメディカルＬＴＤＡ．（ブラジル連邦共和国）、ニッショーニプロヨーロッパＮ．Ｖ．
（ベルギー王国）、ニプロメディカルコーポレーション（米国）、ニプロメディカルパナマＳ．
Ａ．（パナマ共和国）およびニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V.(メキシコ合衆国）の決算
日は、１２月３１日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使
用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券

満期保有目的債権 …… 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの …… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均
法により算定）

時価のないもの …… 総平均法による原価法

②デリバティブ取引 ………… 時価法

③た な 卸 資 産

医療及び医薬品部門 … 主として総平均法による原価法
一部について先入先出法による原価法

器 材 部 門 … 主として総平均法による原価法

ス ト ア 部 門 … 売価還元原価法
一部について最終仕入原価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備は除く）については定額法によっております。また、在外
子会社９社については各国の税法に基づいた定額法によってお
ります。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 …… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期対
応額を計上しております。

③売 上 値 引 引 当 金 …… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込まれ
る売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

④退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に充てるため、当連結期間末における退職給
付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結期間末において
発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（５１９百万円）について
は、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、５年による定額法により翌連結期
間から費用処理することとしております。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

（５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 …… 繰延ヘッジ処理によっております。
また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処
理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 …… 金利スワップ取引

ヘ ッ ジ 対 象 …… 社債利息の金利変動リスクを回避すること

③ヘ ッ ジ 方 針 …… 資金調達コストの低減を図り、将来の金利・為替の相場変動リ
スク回避を行うこと、又はキャッシュ・フローの固定化を目的と
しております。

（７）連結期末日満期手形の会計処理

当連結期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、当連結
期末日は、金融機関の休日であったため、連結期末日満期手形が以下の科目に含まれてお
ります。

受 取 手 形 213 百万円
支 払 手 形 625 〃
設備関係支払手形 3 〃

（８）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。
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７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）

（１）金 融 商 品 会 計

当連結期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用しております。この変更に伴い、
従来の方法によった場合に比べ、経常利益は２９９百万円多く、税金等調整前当期純利益は
１４４百万円少なく計上されております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価
証券は流動資産として、それら以外のものは投資有価証券として表示しております。これに
より有価証券は１１，７９９百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

（２）退 職 給 付 会 計

当連結期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この変更に伴い、
従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用が８３百万円増加し、経常利益は７７百万円
多く、税金等調整前当期純利益は８３百万円少なく計上されております。

（３）外貨建取引等会計基準

当連結期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂
に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。こ
の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益および税金等調整前当期純利益は
１０百万円それぞれ多く計上されております。
また、前連結年度において「資産の部」に表示していた「為替換算調整勘定」は、連結財
務諸表規則の改正により、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて表示する方法に変
更しております。

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 5,705 百万円 8,418 百万円

減価償却累計額相当額 3,533 〃 3,369 〃

期 末 残 高 相 当 額 2,171 〃 5,049 〃

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 886 百万円 1,291 百万円

１ 年 超 2,717 〃 4,337 〃

計 3,604 〃 5,629 〃

支 払 リ ー ス 料 1,106 百万円 1,368 百万円

減価償却費相当額 1,264 百万円 1,324 百万円

支 払 利 息 相 当 額 123 百万円 183 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

（１）前期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

65,718 13,477 12,021 51,033 1,448 143,700 － 143,700
対 す る 売 上 高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部

22 － 995 － 203 1,221 ( 1,221) －
売上高又は振替高

計 65,740 13,477 13,017 51,033 1,652 144,921 ( 1,221) 143,700

営 業 費 用 55,318 12,962 11,259 50,396 1,559 131,496 3,582 135,078

営 業 利 益 10,421 515 1,757 637 92 13,425 ( 4,803) 8,621

Ⅱ資産、減価償却費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 73,639 20,895 12,947 32,447 3,543 143,473 73,980 217,454

減 価 償 却 費 3,519 1,332 529 963 92 6,437 687 7,124

資 本 的 支 出 4,695 1,286 740 1,502 － 8,224 238 8,462

（２）当期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

66,413 14,119 11,783 56,822 2,933 152,071 － 152,071
対 す る 売 上 高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部

5 － 982 － 255 1,243 ( 1,243) －
売上高又は振替高

計 66,419 14,119 12,766 56,822 3,188 153,315 ( 1,243) 152,071

営 業 費 用 54,506 13,275 10,993 56,801 3,119 138,696 3,646 142,342

営 業 利 益 11,912 843 1,772 20 68 14,618 ( 4,890) 9,728

Ⅱ資産、減価償却費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 72,561 29,589 12,775 39,670 2,449 157,046 71,871 228,918

減 価 償 却 費 3,198 1,294 499 1,110 80 6,183 598 6,782

資 本 的 支 出 2,915 3,689 301 6,994 17 13,918 376 14,294
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（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および商品の名称
事業区分は、市場における使用目的の類似性を考慮して区分しております。
各事業区分に属する主要な製品および商品名は次のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品 お よ び 商 品 名

医 療 人工腎臓透析器、血液回路、注射針、注射筒、輸液セット等

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品、ビタミン剤、循環器管用剤等

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子、小型電球用バルブ、硝子食器、家庭用品、建材、ゴム栓等

ス ト ア 精肉、鮮魚、野菜、果物、加工食品、日配食品、冷凍食品、日用雑貨、医薬品等

そ の 他 医療用器具製造機械、不動産賃貸料、スポーツクラブ会費収入等

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結
会計年度４，８０３百万円、当連結会計年度４，８９０百万円であり、その主なもの
は、それぞれ親会社の試験研究費用および親会社本社管理部門等に係る費用でありま
す。
３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度
７４，２２０百万円、当連結会計年度７２，０４７百万円であり、その主なものは、
それぞれ親会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価
証券）、試験研究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。
４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額を含んでおります。
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２．所在地別セグメント情報

（１）前期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
136,225 2,208 3,912 1,354 143,700 － 143,700

対 す る 売 上 高

( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
6,528 102 28 5,592 12,251 ( 12,251) －

売上高又は振替高

計 142,754 2,310 3,940 6,946 155,952 ( 12,251) 143,700

営 業 費 用 128,570 2,511 4,256 7,300 142,638 ( 7,559) 135,078

営 業 利 益 又 は
14,183 △ 200 △ 315 △ 353 13,313 ( 4,692) 8,621

営 業 損 失 ( △ )

Ⅱ資 産 121,090 4,355 2,802 18,924 147,173 70,281 217,454

（２）当期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
143,905 2,956 3,829 1,379 152,071 － 152,071

対 す る 売 上 高

( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
7,275 179 38 5,988 13,481 ( 13,481) －

売上高又は振替高

計 151,180 3,135 3,868 7,368 165,553 ( 13,481) 152,071

営 業 費 用 136,506 3,411 3,959 6,917 150,794 ( 8,451) 142,342

営 業 利 益 又 は
14,674 △ 275 △ 90 450 14,758 ( 5,030) 9,728

営 業 損 失 ( △ )

Ⅱ資 産 141,017 3,409 2,763 14,698 161,887 67,030 228,918

(注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域
ア メ リ カ ………… アメリカ合衆国、ブラジル連邦共和国
ヨーロッパ ………… ベルギー王国
ア ジ ア ………… 中華人民共和国、タイ国

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結
会計年度４，８０３百万円、当連結会計年度４，８９０百万円であり、その主なもの
は、それぞれ親会社の試験研究費用および親会社本社管理部門等に係る費用でありま
す。
４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度
７４，２２０百万円、当連結会計年度７２，０４７百万円であり、その主なものは、
それぞれ親会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価
証券）、試験研究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。
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３．海外売上高

（１）前期（自 平成１１年４月１日 至 平成１２年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 14,496 13,870 3,889 32,256

Ⅱ 連 結 売 上 高 143,700

Ⅲ 連結売上高に占める
10.1％ 9.6％ 2.7％ 22.4％

海外売上高の割合

（２）当期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 15,978 13,395 4,506 33,880

Ⅱ 連 結 売 上 高 152,071

Ⅲ 連結売上高に占める
10.5％ 8.8％ 3.0％ 22.3％

海外売上高の割合

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域
ア メ リ カ ………… アメリカ合衆国、カナダ、ブラジル連邦共和国
ヨーロッパ ………… ベルギー王国、デンマーク、ドイツ
ア ジ ア ………… 中華人民共和国、台湾、タイ国

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
あります。

（関連当事者との取引）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度
（平成13年3月31日現在）

繰延税金資産（流動）
未実現利益の消去による増加額 ８１７百万円
未払事業税否認 ２２５ 〃
賞与引当金損金算入限度超過額 ３３０ 〃
売上値引引当金否認 ３６０ 〃
その他 ９３ 〃
小 計 １，８２８ 〃
評価性引当額 △ ６４ 〃
繰延税金資産（流動）合計 １，７６３ 〃
繰延税金負債（流動）との相殺 △ ２５２ 〃
繰延税金資産（流動）の純額 １，５１１ 〃

繰延税金負債（流動）
貸倒引当金の消去による増加額 ７３百万円
特別償却準備金 ４５ 〃
固定資産圧縮積立金 ４ 〃
海外投資等損失準備金 １２９ 〃
繰延税金負債（流動）合計 ２５２ 〃
繰延税金資産（流動）との相殺 △ ２５２ 〃
繰延税金負債（流動）の純額 －

繰延税金資産（固定）
関係会社株式評価損 ４８９百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額 １９６ 〃
退職給付引当金損金算入限度超過額 ３４７ 〃
繰越欠損金 １，９８０ 〃
その他 ８０ 〃
小 計 ３，０９４ 〃
評価性引当額 △ １，９９４ 〃
繰延税金資産（固定）合計 １，１００ 〃
繰延税金負債（固定）との相殺 △ ８６０ 〃
繰延税金資産（固定）の純額 ２４０ 〃

繰延税金負債（固定）
海外投資等損失準備金 ２５８百万円
その他有価証券評価差額金 ４，０１６ 〃
その他 １６１ 〃
小 計 ４，４３６ 〃
評価性引当額 △ ２７ 〃
繰延税金負債（固定）合計 ４，４０９ 〃
繰延税金資産（固定）との相殺 △ ８６０ 〃
繰延税金負債（固定）の純額 ３，５４９ 〃

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 ４１．９％
（調 整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 １．９〃
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ０．５〃
住民税均等割等 １．６〃
その他 ４．５〃
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４９．４〃
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（有価証券関係）

（１）前期（平成１２年３月３１日現在）
(単位 百万円)

連 結
種 類 貸借対照表 時 価 評価損益

計 上 額

流動資産に属するもの

株 式 １０，０５８ ２１，８９６ １１，８３８
債 券 － － －
そ の 他 １，７４１ １，３６２ △ ３７８

小 計 １１，７９９ ２３，２５９ １１，４５９

固定資産に属するもの

株 式 ９０ １８１ ９０
債 券 － － －
そ の 他 － － －

小 計 ９０ １８１ ９０

合 計 １１，８９０ ２３，４４０ １１，５４９

（注）１．時価（時価相当額を含む）算定方法
上 場 有 価 証 券 主に、東京証券取引所の最終価格であります。
店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等であります。
非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
流動資産に属するもの （ 前 期 ）

割 引 金 融 債 14 百万円

固定資産に属するもの

店頭売買株式を除く
658 百万円

非 上 場 株 式

（２）当期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日）

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位 百万円)

連 結
区 分 取 得 原 価 貸借対照表 差 額

計 上 額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの

株 式 １０，２５３ ２１，２４２ １０，９８９

小 計 １０，２５３ ２１，２４２ １０，９８９

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの

株 式 ９７５ ８２４ △ １５１
そ の 他 １，４３４ １，０２３ △ ４１０

小 計 ２，４１０ １，８４８ △ ５６２

合 計 １２，６６３ ２３，０９０ １０，４２６
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２．当期中に売却したその他有価証券

(単位 百万円)

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

４１９ － ２１３

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

(単位 百万円)

内 容 連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券
１４

割 引 金 融 債

そ の 他 有 価 証 券
４，３８７

非上場株式(店頭売買株式を除く)

合 計 ４，４０２

（デリバティブ取引関係）

（１）前期（平成１２年３月３１日現在）

金 利 関 連 (単位 百万円)

区
契 約 額 等

種 類 時 価 評 価 損 益

分 うち１年超

市
場 金利スワップ取引
取
引 受取固定・

２５，０００ ２５，０００ △ ８３ △ ８３
以 支 払 変 動
外
の 受取変動・

１５，０００ １５，０００ △ ７２０ △ ７２０
取 支 払 変 動
引

合 計 ４０，０００ ４０，０００ △ ８０３ △ ８０３

（注）時価の算定方法

金利スワップ取引における契約額等(想定元本)は取引相手との実際の交換金額を表す数字ではな

いため、当社における市場リスク、信用リスクを測る指標ではありません。

金利スワップ取引の時価及び評価損益は取引金融機関の提示値を使用しております。

この時価及び評価損益は金利スワップ契約の満了までの期間を考慮した市場レートから妥当と判

断できる評価額であって、将来受払いする実際の金額を表すものではありません。また時価及び評

価損益は金利スワップ取引部分の価値を表しており、被ヘッジ資産・負債を合わせた価値を表すも

のではありません。
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（２）当期（平成１３年３月３１日現在）

(単位 百万円)

契 約 額 等
対象物の種類 取 引 の 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

金 利 金利スワップ取引

受取変動・
１０，０００ １０，０００ △ ３４１ △ ３４１

支 払 変 動

合 計 １０，０００ １０，０００ △ ３４１ △ ３４１

（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象からのぞいております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一
時金制度を設けております。
なお、一部の海外子会社でも確定給付型を適用しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１３年３月３１日現在）

（１）退職給付債務 △ ７，５３５百万円
（２）年金資産 ４，７１４ 〃
（３）未積立退職給付債務(１)+(２) △ ２，８２１ 〃
（４）会計基準変更時差異の未処理額 ４１５ 〃
（５）未認識数理計算上の差異 ８２８ 〃
（６）未認識過去勤務債務（債務の減額） － 〃
（７）連結貸借対照表計上額純額(３)+(４)+(５)+(６) △ １，５７７ 〃
（８）前払年金費用 １ 〃
（９）退職給付引当金(７)-(８) △ １，５７８ 〃

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日）

（１）勤務費用 ４９５百万円
（２）利息費用 ２０５ 〃
（３）期待運用収益 △ １８２ 〃
（４）会計基準変更時差異の費用処理額 １１４ 〃
（５）数理計算上の差異の費用処理額 － 〃
（６）過去勤務債務の費用処理額 － 〃
（７）退職給付費用(１)+(２)+(３)+(４)+(５)+(６) ６３３ 〃

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢(１)勤務費用｣に含めておりま
す。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
（２）割引率 ３．０～５．０％
（３）期待運用収益率 １．５～４．０％
（４）数理計算上の差異の処理年数 ５年による定額法により、発生時の

翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。

（５）会計基準変更時差異の処理年数 ５年

－２３－



生産、受注及び販売の状況

１．生産実績

(単位 百万円)

前 期 当 期

事 業 の 種 類 別 自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日
至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

セグメントの名称
生 産 高 前年同期比(％) 生 産 高 前年同期比(％)

医 療 ５１，８０８ － ５４，３７２ １０５．０

医 薬 品 １２，１３４ － １３，２８１ １０９．５

器 材 ３，２８７ － ４，０４３ １２３．０

そ の 他 ４０８ － ７４４ １８２．１

合 計 ６７，６３８ － ７２，４４２ １０７．１

（注）１．金額は平均販売価格によって算出しております。

２．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注実績

当社グループは、見込生産形態を採っておりますので、該当事項はありません。

３．販売実績

(単位 百万円)

前 期 当 期

事 業 の 種 類 別 自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日
至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

セグメントの名称
販 売 高 前年同期比(％) 販 売 高 前年同期比(％)

医 療 ６５，７１８ － ６６，４１３ １０１．１

医 薬 品 １３，４７７ － １４，１１９ １０４．８

器 材 １２，０２１ － １１，７８３ ９８．０

ス ト ア ５１，０３３ － ５６，８２２ １１１．３

そ の 他 １，４４８ － ２，９３３ ２０２．４

合 計 １４３，７００ － １５２，０７１ １０５．８

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

－２４－



平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名       ニプロ株式会社（旧株式会社ニッショー） 上場取引所東 大

コード番号       8086 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 大阪府

　　　　  氏　　      名 山部　哲彦 TEL (06) 6372 - 2331
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

   　売　　上　　高       営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 122,960 4.6 8,382 △ 0.5 8,371 10.0

12年  3月期 117,535 △ 3.2 8,428 △ 11.4 7,613 △ 5.2

        　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 3,482 △ 10.9 62.23 55.56 4.4 3.9 6.8

12年  3月期 3,906 83.7 69.82 62.20 5.3 3.8 6.5

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    55,956,987 株　　　12年  3月期    55,956,987 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 31.00 13.50 17.50 1,734 49.8 2.1

12年  3月期 34.50 17.00 17.50 1,930 49.4 2.6

(3)財政状態
    　　　総  資  産       　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 218,628 82,108 37.6 1,467.34

12年  3月期 208,969 75,540 36.1 1,349.97

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       55,956,987　株　　　12年  3月期       55,956,987株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 52,000 3,500 1,800 16.00 － －

通　　期 97,000 8,600 4,600 － 25.00 41.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   82 円 21 銭 

－ ２５ －



貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成12年3月31日現在 平成13年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

流 動 資 産 １１２，８５５ 54.0 ９３，１８０ 42.6 △１９，６７４

現 金 及 び 預 金 ４９，３３４ ３８，２９６ △１１，０３７
受 取 手 形 １７，７７２ １９，７７２ ２，０００
売 掛 金 ２０，３５５ ２３，２７８ ２，９２３
有 価 証 券 １２，３８１ １４ △１２，３６６
商 品 ・ 製 品 ７，６８０ ７，５２１ △ １５９
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 １，２３０ １，０７１ △ １５８
仕 掛 品 ９５０ ７０２ △ ２４７
前 渡 金 ４７１ １５４ △ ３１７
前 払 費 用 １４１ １２９ △ １１
繰 延 税 金 資 産 ５４０ ４８２ △ ５７
自 己 株 式 １ １ ０
そ の 他 ２，２２７ １，９４７ △ ２８０
貸 倒 引 当 金 △ ２３１ △ １９２ ３９

固 定 資 産 ９６，１１４ 46.0 １２５，４４８ 57.4 ２９，３３３

有 形 固 定 資 産 ３８，８７２ 18.6 ４２，７４９ 19.6 ３，８７７

建 物 １５，６５６ １８，６１６ ２，９６０
構 築 物 ５６６ ６２３ ５６
機 械 及 び 装 置 ７，０６８ ６，４９１ △ ５７７
車 輌 及 び 運 搬 具 ４９ ５２ ３
工具器具及び備品 １，０３９ １，０２４ △ １５
土 地 １４，２４１ １５，８１６ １，５７５
建 設 仮 勘 定 ２４９ １２５ △ １２４

無 形 固 定 資 産 ２８１ 0.1 ２７４ 0.1 △ ６

営 業 権 ８ ５ △ ２
特 許 権 ５７ ４０ △ １６
借 地 権 １５ ５０ ３４
商 標 権 ６ ５ △ ０
ソ フ ト ウ ェ ア ９２ ８３ △ ９
そ の 他 １０１ ８９ △ １１

投資その他の資産 ５６，９６０ 27.3 ８２，４２３ 37.7 ２５，４６２

投 資 有 価 証 券 ５０８ ２２，１３９ ２１，６３１
関 係 会 社 株 式 ２９，２４４ ３２，９１９ ３，６７５
出 資 金 １７５ ６３ △ １１２
関 係 会 社 出 資 金 １０，０５８ １０，３５０ ２９１
長 期 貸 付 金 １０６ ７７１ ６６５
関係会社長期貸付金 ４，０３８ ３，６３２ △ ４０６
長 期 前 払 費 用 ７０６ ８６４ １５７
繰 延 税 金 資 産 ４７ － △ ４７
差 入 保 証 金 １１，４３０ １１，３９６ △ ３４
そ の 他 ８０３ ８３７ ３４
貸 倒 引 当 金 △ １６０ △ ５５０ △ ３９０

資 産 合 計 ２０８，９６９ 100.0 ２１８，６２８ 100.0 ９，６５８

－２６－



貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成12年3月31日現在 平成13年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

流 動 負 債 ６４，３３４ 30.8 ６０，１９７ 27.5 △４，１３７

支 払 手 形 １１，７４６ １１，１８６ △ ５６０
買 掛 金 １２，７４７ １４，０１９ １，２７１
短 期 借 入 金 ２１，７２８ ２２，２００ ４７２

１年以内返済予定の ２，２６２ ３，１２４ ８６１長 期 借 入 金
未 払 金 ２，５４７ ２，９５３ ４０５
未 払 費 用 ７７５ ７５７ △ １７
未 払 法 人 税 等 ２，５１３ １，７００ △ ８１３
前 受 金 ７６ ９７ ２０
預 り 金 ７６ ８３ ６
賞 与 引 当 金 ８７６ ９１８ ４２
売 上 値 引 引 当 金 ６５９ ６５９ －
設備関係支払手形 ２，０４８ １，５８４ △ ４６４
コマーシャルペーパー ６，０００ － △６，０００
そ の 他 ２７４ ９１２ ６３８

固 定 負 債 ６９，０９５ 33.1 ７６，３２３ 34.9 ７，２２７

社 債 ４３，０００ ４５，０００ ２，０００
転 換 社 債 １２，３０７ １２，３０７ －
長 期 借 入 金 １１，６３３ １３，３４２ １，７０８
繰 延 税 金 負 債 － ３，２１５ ３，２１５
退 職 給 与 引 当 金 ４１０ － △ ４１０
退 職 給 付 引 当 金 － ３９５ ３９５
預 り 保 証 金 １，７４３ ２，０６１ ３１８

負 債 合 計 １３３，４２９ 63.9 １３６，５２０ 62.4 ３，０９０

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２２，５６３ 10.8 ２２，５６３ 10.3 －
資 本 準 備 金 ２３，８８６ 11.4 ２３，８８６ 10.9 －
利 益 準 備 金 ９０５ 0.4 １，０８９ 0.5 １８４
そ の 他 の 剰 余 金 ２８，１８４ 13.5 ２９，６３９ 13.6 １，４５５
任 意 積 立 金 ２３，９３４ ２６，５２２ ２，５８８
配 当 積 立 金 １６ １６ －
特 別 償 却 準 備 金 １９０ ２０６ １６
固定資産圧縮積立金 ５６ ４８ △ ８
海外投資等損失準備金 １，１３５ ７１６ △ ４１９
別 途 積 立 金 ２２，５３５ ２５，５３５ ３，０００
当 期 未 処 分 利 益 ４，２５０ ３，１１７ △１，１３２
その他有価証券評価差額金 － － ４，９２８ 2.3 ４，９２８

資 本 合 計 ７５，５４０ 36.1 ８２，１０８ 37.6 ６，５６７

負 債 ・ 資 本 合 計 ２０８，９６９ 100.0 ２１８，６２８ 100.0 ９，６５８

－２７－



損益計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日 対前期
増 減 金 額

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日 増減率
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％
売 上 高 １１７，５３５ 100.0 １２２，９６０ 100.0 ５，４２４ 4.6
売 上 原 価 ９１，５３９ 77.9 ９６，１２４ 78.2 ４，５８４ 5.0

売 上 総 利 益 ２５，９９６ 22.1 ２６，８３６ 21.8 ８４０ 3.2

販売費及び一般管理費 １７，５６７ 14.9 １８，４５４ 15.0 ８８６ 5.0

営 業 利 益 ８，４２８ 7.2 ８，３８２ 6.8 △ ４５ △ 0.5

営 業 外 収 益 １，８９１ 1.6 １，７６１ 1.4 △ １２９ △ 6.9
受 取 利 息 １，３０５ ３３９ △ ９６６
受 取 配 当 金 ２４６ ２５３ ７
為 替 差 益 － ９５５ ９５５
そ の 他 ３３９ ２１３ △ １２６
営 業 外 費 用 ２，７０６ 2.3 １，７７３ 1.4 △ ９３３ △34.5
支 払 利 息 ４０１ ４５６ ５４
社 債 利 息 １，１７７ １，２１３ ３５
有 価 証 券 評 価 損 ３４ － △ ３４
社 債 発 行 費 ２１ １１ △ ９
有 価 証 券 売 却 損 ２０ － △ ２０
為 替 差 損 ９３８ － △ ９３８
そ の 他 １１１ ９２ △ １９

経 常 利 益 ７，６１３ 6.5 ８，３７１ 6.8 ７５７ 10.0

特 別 利 益 ２５ 0.0 １０７ 0.1 ８１
固 定 資 産 売 却 益 ６ ２０ １３
貸倒引当金戻入益 １８ ４３ ２４
デリバティブ取引評価益 － ４３ ４３
そ の 他 － ０ ０
特 別 損 失 ８６２ 0.7 ２，３８６ 1.9 １，５２３
固定資産売却・除却損 ３０６ ５７９ ２７３
関係会社株式評価損 ５１８ － △ ５１８
貸倒引当金繰入額 － ４０１ ４０１
投資有価証券売却損 － ２１３ ２１３
デリバティブ取引解約損 － ４６１ ４６１
デリバティブ取引評価損 － ３８４ ３８４
そ の 他 ３７ ３４６ ３０８

税引前当期純利益 ６，７７６ 5.8 ６，０９２ 5.0 △ ６８４ △10.9

法人税、住民税及び事業税 ３，３６３ 2.9 ２，８４４ 2.4 △ ５１９
法 人 税 等 調 整 額 △ ４９３ △0.4 △ ２３３ △0.2 ２５９

当 期 純 利 益 ３，９０６ 3.3 ３，４８２ 2.8 △ ４２４ △10.9

前 期 繰 越 利 益 ２９８ ４６６
過年度税効果調整額 ９３ －

税効果会計適用に伴う ９９７ －
準 備 金 等 取 崩 高

中 間 配 当 額 ９５１ ７５５

中 間 配 当 に 伴 う ９５ ７５利益準備金積立額

当 期 未 処 分 利 益 ４，２５０ ３，１１７ △１，１３２
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利益処分案

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日
増 減 金 額

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日
科 目

金 額 金 額

当 期 未 処 分 利 益 ４，２５０ ３，１１７ △ １，１３２

任 意 積 立 金 取 崩 額 ４７５ ２３６ △ ２３９

特 別 償 却 準 備 金 ４７ ４９ １

固定資産圧縮積立金 ８ ７ △ ０

海外投資等損失準備金 ４１９ １７９ △ ２４０

合 計 ４，７２５ ３，３５３ △ １，３７２

利 益 処 分 額 ４，２５９ ２，９２７ △ １，３３２

利 益 準 備 金 １０８ １０６ △ ２

株 主 配 当 金 ９７９ ９７９ △ ０

（ １ 株 に つ き ） ( １７．５０円) ( １７．５０円) ( －円)

役 員 賞 与 金 １０７ ８５ △ ２２

（うち監査役賞与） ( ６) （ ５) (△ １)

特 別 償 却 準 備 金 ６３ ５５ △ ８

別 途 積 立 金 ３，０００ １，７００ △ １，３００

次 期 繰 越 利 益 ４６６ ４２６ △ ３９

（注）１．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金および海外投資等損失準備金は、租税特別措置
法の規定に基づくものであります。
２．平成１２年１２月１１日に７億５５百万円（１株につき１３円５０銭）の中間配当を
実施いたしました。

部門別売上高および構成比率
(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成11年4月１日 自 平成12年4月１日 対前期
増 減 金 額

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日 増減率
部 門

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
医 療 部 門 ５５，８０３ 47.5 ５８，０６５ 47.2 ２，２６２ 4.1

医 薬 品 部 門 ６，５４６ 5.6 ７，０８５ 5.8 ５３９ 8.2

器 材 部 門 １１，８１１ 10.0 １１，４４７ 9.3 △ ３６３ △ 3.1

ス ト ア 部 門 ４１，６１９ 35.4 ４２，８６４ 34.9 １，２４５ 3.0

そ の 他 １，７５５ 1.5 ３，４９７ 2.8 １，７４１ 99.2

合 計 １１７，５３５ 100.0 １２２，９６０ 100.0 ５，４２４ 4.6

( う ち 輸 出 高 ) (２４，７８０) 21.1 (２５，７１４) 20.9 ( ９３３) 3.8
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満 期 保 有 目 的 債 権 …… 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 …… 総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法
により算定）

時価のないもの …… 総平均法による原価法

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 …… 時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品

医 療 事 業 部 ……… 先入先出法による原価法

器 材 事 業 部 ……… 総平均法による原価法

ス ト ア 事 業 部 ……… 売価還元法による原価法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ……… 先入先出法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ……… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備は除く）については定額法によっております。

無 形 固 定 資 産 ……… 定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

長 期 前 払 費 用 ……… 均等償却しております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

５．繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費 ……… 支出時に全額費用として処理しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

７．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。
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賞 与 引 当 金 ……… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当
期対応額を計上しております。

売 上 値 引 引 当 金 ……… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込
まれる売上値引等に備えるため、その見込額を計上しており
ます。

退 職 給 付 引 当 金 ……… 従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（１８０百万円）につ
いては、５年による均等按分額を退職給付費用から減額して
おります。
また、数理計算上の差異は、５年による定額法により翌期
から費用処理することとしております。

８．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

９．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法 ………… 繰延ヘッジ処理によっております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 …… デリバティブ取引（金利スワップ取引）

ヘ ッ ジ 対 象 …… 社債利息の金利変動リスクを回避すること

（３）ヘ ッ ジ 方 針 ………… 資金調達コストの低減を図り、将来の金利・為替の相場変動
リスク回避を行うこと、又はキャッシュ・フローの固定化を目
的としております。

１０．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

（１）金 融 商 品 会 計

当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用しおります。この変更に伴い、従来の
方法によった場合に比べ、経常利益は３０１百万円多く、税引前当期純利益は１３１百万
少なく計上されております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有
価証券は流動資産として、それら以外のものは投資有価証券として表示しております。こ
れにより有価証券は１２，３６６百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

（２）退 職 給 付 会 計

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この変更に伴い、従来
の方法によった場合に比べ、退職給付費用が２２百万円減少し、経常利益および税引前当
期純利益は２２百万円それぞれ多く計上されております。

（３）外貨建取引等会計基準

当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関
する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。この
変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常利益および税引前当期純利益は１５百
万円それぞれ多く計上されております。
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 42,423 百万円 44,459 百万円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 26,944 百万円 30,256 百万円

長 期 金 銭 債 権 4,038 〃 3,632 〃

短 期 金 銭 債 務 5,434 〃 7,146 〃

３．担 保 に 供 し て い る 資 産

建 物 9,664 百万円 10,679 百万円

土 地 5,600 〃 5,934 〃

４．保 証 債 務 の 残 高 7,071 百万円 18,963 百万円

５．手 形 割 引 高 1,376 百万円 46 百万円

６．自 己 株 式 の 株 数 1,284 株 1,368 株

７．期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、当期末日は金融機
関の休日であったため、期末日満期手形が以下の科目に含まれております。

受 取 手 形 288 百万円
支 払 手 形 677 〃
設備関係支払手形 3 〃

（損益計算書関係）
（ 前 期 ） （ 当 期 ）

１．関 係 会 社 と の 取 引 高

売 上 高 36,801 百万円 39,677 百万円

仕 入 高 17,968 〃 20,700 〃

その他の営業取引高 194 〃 101 〃

営業取引以外の取引高 492 〃 583 〃

２．一般管理費及び当期製造費用に
2,147 百万円 2,432 百万円

含まれる研究開発費
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 2,063 百万円 2,120 百万円

減価償却累計額相当額 1,336 〃 1,337 〃

期 末 残 高 相 当 額 727 〃 783 〃

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 378 百万円 407 百万円

１ 年 超 710 〃 753 〃

計 1,088 〃 1,161 〃

支 払 リ ー ス 料 444 百万円 452 百万円

減価償却費相当額 449 百万円 437 百万円

支 払 利 息 相 当 額 32 百万円 30 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計

算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって

おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

（有価証券関係）

前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株

式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注

記事項として記載しております。

なお、当事業年度（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日）における子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 事 業 年 度

（平成13年3月31日現在）

繰延税金資産（流動）

未払事業税否認 １６７百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 １９２ 〃

売上値引引当金否認 ２７６ 〃

その他 ２５ 〃

繰延税金資産（流動）合計 ６６１ 〃

繰延税金負債（流動）との相殺 △ １７９ 〃

繰延税金資産（流動）の純額 ４８２ 〃

繰延税金負債（流動）

特別償却準備金 ４５百万円

固定資産圧縮積立金 ４ 〃

海外投資等損失準備金 １２９ 〃

繰延税金負債（流動）合計 １７９ 〃

繰延税金資産（流動）との相殺 △ １７９ 〃

繰延税金負債（流動）の純額 －

繰延税金資産（固定）

関係会社株式評価損 ４８９百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 １７５ 〃

その他 ６５ 〃

繰延税金資産（固定）合計 ７３１ 〃

繰延税金負債（固定）との相殺 △ ７３１ 〃

繰延税金資産（固定）の純額 －

繰延税金負債（固定）

特別償却準備金 １０８百万円

固定資産圧縮積立金 ２５ 〃

海外投資等損失準備金 ２５８ 〃

その他有価証券評価差額金 ３，５５５ 〃

繰延税金負債（固定）合計 ３，９４７ 〃

繰延税金資産（固定）との相殺 △ ７３１ 〃

繰延税金負債（固定）の純額 ３，２１５ 〃
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（役員の異動）

１．取締役の役職の異動（平成１３年４月１日付）

氏 名 新 役 職 旧 役 職

田 中 繁 輝 専務取締役 常務取締役
（たなか しげき）

続 葛 修 一 常務取締役 取 締 役
（つづき しゅういち）

なお、上記の異動につきましては、すでに本年４月３日で公表済であります。

２．取締役の退任予定（平成１３年５月３１日付）

役 職 氏 名 退任後の予定

平成１３年６月１日付で、
常務取締役 堀 内 彦 仁 株式会社ニッショー代表取締役社長
（ストア事業部長) （ほりうち ひこひと） 就任

平成１３年６月１日付で、
取 締 役 内 田 健 二 株式会社ニッショー取締役
(ストア事業部運営部長) （うちだ けんじ） 就任

平成１３年６月１日をもって、当社はストア事業部門を会社分割し、当該事業

を承継させる会社「株式会社ニッショー」を新たに設立する予定であります。
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